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県福祉政策課 

    

外部委託 

    

平日日中 

夜間・休日 

児童相談所 

市町村高齢者虐待担当課 

市町村高齢者虐待担当課 

県民 

市町村障害者虐待担当課 

市町村障害者虐待担当課 ※ 社会福祉士などが対応 

児童虐待 

高齢者虐待 

障害者虐待 

指導・監督権限をもつ機関 

病院 

学校 

児童福祉施設等 

高齢者虐待 

障害者虐待 

病院 

学校 

児童福祉施設等 

指導・監督権限をもつ機関 

児童相談所 児童虐待 



転送先リスト（色つき部分に記入してください） 

 

施設・事業名 保育所 

 

                                        市町村名                  

                                        担当課名                  

                                        担当者名                  

                                        電  話                  

                                        Email                    

【記入例】 

時間帯等 ※ 県虐待対応共通ダイヤルから市町村対応機関への転送先  

備   考 受報者 担当課 担当 電話番号 

平日日中 

(8:30～17:15) 

職員 子育て支援課 ○○係 

○○担当 

048-830-1234  

夜間(17:15～翌日

8:30)及び休日 

守衛、民間コール

センターなど 

  

 

048-830-5678  

   

平日日中 

(8:30～17:15) 

     

夜間(17:15～翌日

8:30)及び休日 

     

      

※ 「平日日中」、「夜間及び休日」と異なる時間帯等で転送先が異なる場合（例 年末年始など）には、適宜行を追加し、その時間帯等  

 の転送先等を記入してください。 



埼玉県虐待禁止条例 

 

目次 

      第一章 総則（第一条―第八条） 

      第二章 虐待の予防（第九条―第十二条） 

      第三章 虐待の早期発見及び虐待への早期対応（第十三条―第十五条）  

      第四章 児童等に対する援助等（第十六条・第十七条） 

      第五章 人材の育成等（第十八条―第二十二条） 

      第六章 雑則（第二十三条―第二十五条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、児童、高齢者及び障害者（以下「児童等」という。）に対する虐待の禁止

並びに虐待の予防及び早期発見その他の虐待の防止等（以下「虐待の防止等」という。）に関

し、基本理念を定め、県及び養護者の責務並びに関係団体及び県民の役割を明らかにすると

ともに、虐待の防止等に関する施策についての基本となる事項を定めることにより、当該施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって児童等の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 虐待 次のいずれかに該当する行為をいう。 

  イ 養護者がその養護する児童等について行う児童虐待の防止等に関する法律（平成十二

年法律第八十二号。以下「児童虐待防止法」という。）第二条各号、高齢者虐待の防止、高齢

者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号。以下「高齢者虐

待防止法」という。）第二条第四項第一号及び障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する

支援等に関する法律（平成二十三年法律第七十九号。以下「障害者虐待防止法」という。）第

二条第六項第一号に掲げる行為 

  ロ 養護者又は児童等の親族が当該児童等の財産を不当に処分することその他当該児童等

から不当に財産上の利益を得ること。 

  ハ 施設等養護者が児童等を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

  ニ 使用者である養護者がその使用する児童等について行う心身の正常な発達を妨げ、若し

くは衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、その使用する他の労働者によるイに掲

げる行為と同様の行為の放置その他これらに準ずる行為を行うこと。 

二 児童 児童虐待防止法第二条の児童をいう。 

三 高齢者 高齢者虐待防止法第二条第一項の高齢者（同条第六項の規定により高齢者と

みなされる者を含む。）をいう。 

四 障害者 障害者虐待防止法第二条第一項の障害者をいう。 

五 養護者 児童等を現に養護する者をいう。 

六 施設等養護者 養護者のうち、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第

一項の児童福祉施設（次号において「児童福祉施設」という。）その他の知事が告示で定める

施設又は事業（第十九条において「児童福祉施設等」という。）に係る業務に従事する者、学校

教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条の学校、同法第百二十四条の専修学校及び

同法第百三十四条第一項の各種学校（これらのうち児童が在籍しているものに限る。以下「学

校」という。）の教職員、高齢者虐待防止法第二条第二項の養介護施設従事者等（第二十条

において「養介護施設従事者等」という。）、障害者虐待防止法第二条第四項の障害者福祉施
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設従事者等（第二十一条において「障害者福祉施設従事者等」という。）並びに医療法（昭和

二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項の病院及び同条第二項の診療所（患者を入院

させるための施設を有するものに限る。）（次号において「病院等」という。）の医師、看護師そ

の他の従業者をいう。 

七 関係団体 児童福祉施設、学校、高齢者虐待防止法第二条第五項第一号の養介護施設

（第二十条第二項において「養介護施設」という。）、障害者虐待防止法第二条第四項の障害

者福祉施設（第二十一条第二項において「障害者福祉施設」という。）、病院等その他児童等

の福祉に業務上関係のある団体をいう。 

八 通告 児童福祉法第二十五条第一項及び第三十三条の十二第一項並びに児童虐待防

止法第六条第一項の規定による通告をいう。 

九 通報 高齢者虐待防止法第七条第一項及び第二項並びに第二十一条第一項から第三項

までの規定並びに障害者虐待防止法第七条第一項、第十六条第一項及び第二十二条第一

項の規定による通報をいう。 

十 届出 児童福祉法第三十三条の十二第三項、高齢者虐待防止法第九条第一項及び第二

十一条第四項並びに障害者虐待防止法第九条第一項、第十六条第二項及び第二十二条第

二項の規定による届出をいう。 

（基本理念） 

第三条 虐待は、児童等の人権を著しく侵害するものであって、いかなる理由があっても禁止

されるものであることを深く認識し、その防止等に取り組まなければならない。 

２ 虐待の防止等は、特定の個人又は家族の問題にとどまるものではないことから、社会全体

の問題として、県、県民、市町村、関係団体等の地域の多様な主体が相互に連携を図りなが

ら取り組まなければならない。 

３ 虐待の防止等に関する施策の実施に当たっては、児童等の生命を守ることを最も優先し、

児童等の最善の利益を最大限に考慮しなければならない。 

４ 養護者（施設等養護者及び使用者である養護者を除く。以下この項において同じ。）に対す

る支援は、それが虐待の予防に資するものであることに鑑み、養護者が虐待を行うおそれが

ないと認められるまで切れ目なく行われなければならない。 

（県の責務） 

第四条 県は、前条の基本理念（第七条第二項及び第八条において「基本理念」という。）にの

っとり、虐待の防止等に関する施策を策定し、及びこれを実施するとともに、必要な体制を整

備するものとする。 

２ 県は、市町村に対し、福祉、保健、教育等に関する業務を担当する部局の相互の連携を強

化し、児童等を守るための役割を主体的に担うよう求めるとともに、市町村が実施する虐待の

防止等に関する施策に関し、必要な助言その他の援助を行うものとする。 

３ 県は、市町村と連携し、関係団体が行う虐待の防止等に関する活動について必要な協力

を行うものとする。 

（養護者の責務） 

第五条 養護者は、児童等に対し、虐待をしてはならない。 

２ 養護者は、自らが児童等の安全の確保について重要な責任を有していることを認識し、県、

市町村及び関係団体による支援を受ける等して、その養護する児童等が安全に安心して暮ら

すことができるようにしなければならない。 

（養護者の安全配慮義務） 

第六条 養護者（施設等養護者及び使用者である養護者を除く。）は、その養護する児童等の

生命、身体等が危険な状況に置かれないよう、その安全の確保について配慮しなければなら

ない。 



２ 養護者（施設等養護者及び使用者である養護者に限る。）は、その養護する児童等の生命、

身体等が危険な状況に置かれないよう、その安全の確保について専門的な配慮をしなければ

ならない。 

３ 児童を現に養護する者は、その養護する児童の安全を確保するため、深夜（午後十一時

から翌日の午前四時までの間をいう。）に児童を外出させないよう努めなければならない。 

（関係団体の役割） 

第七条 関係団体は、虐待を発見しやすい立場にあることを認識し、虐待の早期発見に努め

るとともに、その専門的な知識及び経験を生かし、児童等及びその養護者に対する支援を行う

よう努めるものとする。 

２ 関係団体は、基本理念にのっとり、県、市町村及び他の関係団体と連携し、県及び市町村

が実施する虐待の防止等に関する施策に積極的に協力するよう努めるものとする。 

（県民の役割） 

第八条 県民は、基本理念についての理解を深め、県民と児童等及びその養護者との交流が

虐待の防止等において重要な役割を果たすことを認識し、虐待のない地域づくりのために積

極的な役割を果たすよう努めるとともに、県及び市町村が実施する虐待の防止等に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

第二章 虐待の予防 

（虐待予防の取組） 

第九条 県は、虐待の予防に資するため、市町村及び関係団体と連携し、児童等が安全に安

心して暮らせるよう、養護者、県民等に対し、虐待の防止等に関する情報の提供及び相談の

実施その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（児童虐待予防の取組） 

第十条 県は、児童に対する虐待の予防に資するため、市町村が養護者（施設等養護者及び

使用者である養護者を除く。）に対し、妊娠、出産、育児等の各段階に応じた切れ目のない支

援を行うことができるよう、情報の提供その他の必要な援助を行うものとする。 

（乳児家庭全戸訪問事業等による児童虐待予防の取組） 

第十一条 県は、児童に対する虐待の予防に資するため、市町村に対し、児童福祉法第六条

の三第四項の乳児家庭全戸訪問事業及び同条第五項の養育支援訪問事業（以下この条に

おいて「乳児家庭全戸訪問事業等」という。）の実施に関し、家庭への支援が適切に実施され

るよう、情報の提供その他の必要な援助を行うものとする。 

２ 県は、市町村が乳児家庭全戸訪問事業等の対象となる全ての児童の状況を把握すること

ができるよう、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 県は、市町村に対し、乳児家庭全戸訪問事業等の実施状況について、必要と認める事項

の報告を求めることができる。 

（啓発活動） 

第十二条 県は、虐待の防止等に関する県民の理解を深めるため、市町村と連携し、分かり

やすいパンフレット等の作成及び配布、養護者に対する研修の実施その他の必要な啓発活動

を行うものとする。 

２ 県は、学校の授業その他の教育活動において、児童の発達段階に応じた適切な虐待の防

止等に関する教育を行う機会を確保するため、市町村と連携し、必要な施策を実施するものと

する。 

３ 学校は、児童及びその保護者（児童虐待防止法第二条の保護者をいう。）に対し、虐待の

防止等のための教育又は啓発に努めなければならない。 

第三章 虐待の早期発見及び虐待への早期対応 

（通告、通報、届出及び相談の環境の整備等） 



第十三条 県は、早期に虐待を発見することができるよう、市町村と連携し、虐待を受けた児

童等（虐待を受けたと思われる児童等を含む。以下この条及び第十五条において同じ。）を発

見した者にとって通告又は通報を行いやすい環境、虐待を受けた児童等にとって届出を行い

やすい環境及び虐待を受けた児童等の家族その他の関係者にとって相談を行いやすい環境

の整備に努めなければならない。 

２ 県は、市町村と連携し、虐待を受けた児童等に係る通告、通報及び届出を常時受けること

ができる環境の整備に努めなければならない。 

３ 県は、虐待を受けた児童等に係る通告、通報、届出又は相談を行った者に不利益が生ず

ることがないよう、その保護について必要な配慮をしなければならない。 

（情報の共有） 

第十四条 県は、虐待の早期発見及び虐待への早期対応を図るため、個人情報の保護に留

意しつつ、児童相談所、警察署、市町村、関係団体その他の虐待の防止等に関係するものの

間における虐待に関する情報の共有の促進その他の緊密な連携の確保を図るための措置を

講ずるものとする。 

２ 知事及び警察本部長は、虐待を防止するため、相互に虐待に関する情報又は資料を提供

することができる。 

３ 知事及び警察本部長は、相互に情報又は資料を提供したときは、緊密な情報の共有を図

るため、その後も引き続き相互に必要な情報又は資料の提供を行うものとする。 

４ 県は、虐待の防止等を適切に実施するため、他の都道府県その他の地方公共団体と連携

し、虐待に関する情報を共有するよう努めるものとする。 

（早期対応） 

第十五条 県は、虐待に関する通告、通報、届出又は相談を受けたときは、必要に応じ、市町

村及び関係団体と連携し、速やかに、当該通告、通報、届出又は相談に係る虐待を受けた児

童等の安全の確認を行うための措置その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第四章 児童等に対する援助等 

（虐待を受けた児童等に対する援助） 

第十六条 県は、虐待を受けた児童等に対し、虐待から守られた良好な生活環境の確保及び

心身の健康の回復を図るため、市町村及び関係団体と連携し、必要な援助その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

（養護者に対する支援） 

第十七条 県は、養護者（施設等養護者及び使用者である養護者を除く。以下この条におい

て同じ。）の負担の軽減を図るため、市町村及び関係団体と連携し、情報の提供、相談の実施

その他の必要な支援を適切に行うとともに、養護者が安心して子育て並びに高齢者及び障害

者の養護を行うことができるよう、環境の整備を行うものとする。 

２ 県は、虐待を行った養護者が良好な家庭的環境を形成し、及び虐待を繰り返すことがない

よう、市町村及び関係団体と連携し、当該養護者に対し、必要な指導及び支援その他の必要

な措置を講ずるものとする。 

第五章 人材の育成等 

（人材の育成） 

第十八条 県は、県、市町村及び関係団体において専門的知識に基づき虐待の防止等が適

切に行われるよう、これらに係る専門的知識を有する人材を育成し、及び確保するために必要

な措置を講ずるものとする。 

（虐待の防止等に関する研修） 



第十九条 県は、児童に対する虐待の防止等が専門的知識に基づき適切に行われるよう、こ

れらの職務に携わる専門的な人材の資質の向上を図るため、児童の福祉に関する事務に従

事する者に対する研修を実施するものとする。 

２ 児童福祉施設等の設置者若しくは事業を行う者又は学校の設置者は、その業務に従事す

る者又は教職員に対し、児童に対する虐待の防止等に関する研修を実施するものとする。 

３ 児童福祉施設等に係る業務に従事する者及び学校の教職員は、前項の規定による研修を

受けるものとする。 

第二十条 県は、高齢者に対する虐待の防止等が専門的知識に基づき適切に行われるよう、

これらの職務に携わる専門的な人材の資質の向上を図るため、高齢者の福祉に関する事務

に従事する者に対する研修を実施するものとする。 

２ 養介護施設の設置者又は高齢者虐待防止法第二条第五項第二号の養介護事業を行う者

は、その養介護施設従事者等に対し、高齢者に対する虐待の防止等に関する研修を実施す

るものとする。 

３ 養介護施設従事者等は、前項の規定による研修を受けるものとする。 

第二十一条 県は、障害者に対する虐待の防止等が専門的知識に基づき適切に行われるよ

う、これらの職務に携わる専門的な人材の資質の向上を図るため、障害者の福祉に関する事

務に従事する者に対する研修を実施するものとする。 

２ 障害者福祉施設の設置者又は障害者虐待防止法第二条第四項の障害福祉サービス事業

等を行う者は、その障害者福祉施設従事者等に対し、障害者に対する虐待の防止等に関する

研修を実施するものとする。 

３ 障害者福祉施設従事者等は、前項の規定による研修を受けるものとする。 

（虐待に係る検証） 

第二十二条 県は、市町村と連携し、県内で発生した児童等の心身に著しく重大な被害を及

ぼした虐待について検証を行うものとする。ただし、県が行う検証と同等の検証を市町村が行

う場合は、この限りでない。 

第六章 雑則 

（児童又は高齢者に準ずる者に対する措置） 

第二十三条 県は、この条例の趣旨にのっとり、市町村と連携し、児童又は高齢者以外の者

であっても、現に養護を受けている者で、特に必要があると認められるものについては、児童

又は高齢者に準じて必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（体制の整備） 

第二十四条 県は、虐待の防止等を適切に実施し、及び虐待を受けた児童等に迅速かつ適

切に対応するため、県、市町村、関係団体等の相互間の緊密な連携協力体制の整備に努め

るものとする。 

２ 前項の連携協力体制の整備に当たっては、虐待を受けた児童等の適切な保護と養護者

（施設等養護者及び使用者である養護者を除く。）に対する効果的な支援との両立が図られる

よう配慮するものとする。 

３ 県は、市町村が設置する児童福祉法第二十五条の二第一項の要保護児童対策地域協議

会の機能の強化及び運営の充実を図るため、必要な援助を行うものとする。 

（財政上の措置） 

第二十五条 県は、虐待の防止等に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。 

附 則 

１ この条例は、平成三十年四月一日から施行する。 

２ 県は、社会状況の変化等を踏まえ、必要に応じこの条例について見直しを行うものとする。 



埼玉県虐待禁止条例第２条第６号の知事が定める告示について 

 
 
 

１ 趣旨 

  条例第２条（定義）第６号では「施設等養護者」を定義しているが、児童

福祉法で定める施設・事業については、数が多く、また頻繁な制度改正によ

りめまぐるしく変化することが見込まれることから、弾力的に対応できるよ

う知事告示に委任されている。 

  このため、児童福祉法で定める施設・事業のうち、児童の世話をする１３

施設１４事業について告示で定めるもの。 

 
 
２ 告示する施設等 
（１）施設 （１３施設） 
  

① 乳児院 ⑧ 児童発達支援センター 

② 母子生活支援施設 ⑨ 児童心理治療施設 

③ 保育所 ⑩ 児童自立支援施設 

④ 幼保連携型認定こども園 ⑪ 児童家庭支援センター 

⑤ 児童厚生施設 ⑫ 認可外保育施設 

⑥ 児童養護施設 ⑬ 児童相談所の一時保護施設 

⑦ 障害児入所施設  

      

（２）事業 （１４事業） 
  

① 自立援助ホーム ⑧ 小規模保育事業 

② 放課後児童クラブ ⑨ 居宅訪問型保育事業 

③ 子育て短期支援事業 ⑩ 事業所内保育事業 

④ 地域子育て支援拠点事業 ⑪ 病児保育事業 

⑤ 一時預かり事業 ⑫ 子育て援助活動支援事業 

  （ファミリー・サポート・センター） 

⑥ ファミリーホーム ⑬ 児童発達支援センターで 

  行われる児童発達支援に係る事業 

⑦ 家庭的保育事業 ⑭ 委託を受けて行う一時保護 

  

別紙２ 
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